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新自由主義的改革を転換し、じっくり教育・研究できる大学へ

１、経済力にふさわしく高等教育予算の拡充を

（１）困難の根本に高等教育予算を抑制する新自由主義

（２）高等教育予算の拡充は国民的課題

（３）受益者負担主義から公費負担原則を確立し、教育予算の拡充へ

２、公費負担拡充による学費半減で、じっくり教育・研究できる大学へ

（１）１８歳人口減少を口実にした再編・統合の押付けをやめさせる

（２）大学経営を安定させ、正規雇用を増やして、教育研究体制を充実

（３）学費半減化で、学生アルバイトを減らし、学業に専念

３、党の躍進が切り開いた、大学人、学生、野党の共同が政治を動かす

（１）国立大学運営費交付金、私学助成の連続削減をストップ

（２）高等教育無償化を先駆的に追求してきた日本共産党議員団

（３）学生へのコロナ給付金を実現し、野党で授業料半減化法案提出

４，日本共産党の躍進で大学予算を拡充し、学術の発展を 2
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１、経済力にふさわしく高等教育予算の拡充を
（１）困難の根本に高等教育予算を抑制する新自由主義

寄せられた声で最も多いのは、「お金がない」「人が少ない」

日本は、経済力にふさわしく高等教育予算を拡充していない。

高等教育機関に対する公財政最終支出は、ＧＤＰ比０．４％

ＯＥＣＤ加盟３８か国中で最下位。

平均（ＯＥＣＤ加盟国）０．９％の４４．４％

一方、私費負担が０．９％

平均（ＯＥＣＤ加盟国）０．４％の２．２５倍

国立大学運営費交付金は削減

私大の規模が拡張しているのに

私大助成は抑制
4



１、経済力にふさわしく高等教育予算の拡充を
（１）困難の根本に高等教育予算を抑制する新自由主義

高まる高等教育要求のもと、入学定員を増やしたのは私立大学

政府は、“学費は利益を受ける学生本人が負担すべき”という「受益者負担主義」を教育に持ち
込み、学費値上げを誘導し、私立大学への予算を抑制

国と家計の高等教育費負担の推移

若
者
に
自
己
責
任
を
押
し
付
け
、
政
府
の

責
任
を
放
棄
す
る
新
自
由
主
義
に
よ
っ
て
、

高
等
教
育
予
算
が
先
進
国
で
最
低
水
準
に

5

注）

家計負担＝国立学校特別
会計の授業料及入学検定
料＋私立大学の学生納付
金

国の負担＝国立学校特別
会計への繰り入れ＋私立大
学・短大への国庫助成。
2004年度以降は、国立大

学法人化で国立学校特別
会計がなくなり、一般会計に
組み込まれたので、繰り入
れに該当する項目（国立大
学法人を含む５つの法人の
運営費交付金と施設整備
費、教職員の共済負担金）
の合計で算出
出所

『学校基本調査報告書』『私
立学校の財務状況に関する
調査報告書』『今日の私学
財政 大学･短期大学編』
「予算書･決算書の情報」財
務省ＨＰより作成



１、経済力にふさわしく高等教育予算の拡充を
（２）高等教育予算の拡充は国民的課題

• 高学費・貧困な奨学金が、貧困と格差を広げている
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１、経済力にふさわしく高等教育予算の拡充を
（２）高等教育予算の拡充は国民的課題

高学費・貧困な奨学金が、少子化、人口減少の原因
夫婦の予定子ども数が理想子ども数を下回る理由

最も多いのは「子育てや教育にお金がかかりすぎる」こと
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１、経済力にふさわしく高等教育予算の拡充を
（２）高等教育予算の拡充は国民的課題

日本の研究力低下の改善も待ったなし
日本が大学予算を削減する一方で、諸外国は増やしている。

図 主要国における大学部門における研究開発費の推移

出典：「科学技術指標２０２１年」

資料：
日本：総務省、「科学技術研究調査報告」
日本（OECD推計）、ドイツ、フランス、英国、
中国、韓国、EU：OECD，“Main Science and 
Technology Indicators 2020/2”
米国：NSF，“National Patterns of R&D 
Resources: 2018-19 Data Update”
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１、経済力にふさわしく高等教育予算の拡充を
（２）高等教育予算の拡充は国民的課題

止まらない日本の研究力の地盤沈下
日本の論文数は、２位（１９９６-１９９８年）から４位（２０１６～２０１８年）に低下

引用回数の高いトップ１０％の論文数は、４位（１９９６～１９９８年）から９位（２０１６～２０１８年）に

出典：令和３年版科学技術
・イノベーション白書

図 国・地域別論文数、TOP１０％補正論文数：上位１０カ国・地域 研
究
力
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１、経済力にふさわしく高等教育予算の拡充を
（３）受益者負担から公費負担原則に転換し、教育予算の拡充へ

私立大学への「公費負担」原則を確立し、「経常費の２分
の１助成」へ

大学生の８割近くを擁する私立大学がはたしている公共
的役割にふさわしく、私立大学への国の支援を抜本的に
強める必要がある。

学生の学ぶ権利を保障する高等教育機関としては、国
立と私立に差異はない。私立大学にも国公立大学と同様
に公費を支出する「公費負担」の原則を確立するべき。

その第一歩として、公費負担によって入学金を廃止し、
授業料を半額化することが喫緊の課題に 10



２、公費負担による学費半減で、
じっくり教育・研究できる大学へ

（１）１８歳人口減少を口実にした再編・統合の押付けをやめさせる

学費半減を実現すれば、大学に活力を取り戻す契機に

文科省は２０４０年の大学進学率を５７.４％ と予測（17年比４.8ポイント増）

 １８歳人口１２０万人→８８万人

大学進学者数は現在の約８０％に減少すると推計

政府は、大学の再編・統合に道を開く大学関連法案を成立（ ２０１９年）

定員割れの私立大学へのペナルティー強化

 １８歳人口減少を口実に大学の規模の縮小を促す

日本私立大学連盟「私立大学のボリュームを、容易に低下させること
は避けなければならない」として、大学の規模は、社会人や留学生の
受け入れを視野に入れるべきと批判（「私立大学の将来像」２０１８年４月）

11



２、公費負担による学費半減で、
じっくり教育・研究できる大学へ

（１）１８歳人口減少を口実にした再編・統合の押付けをやめさせる

学費負担を軽減すれば、低所得層の大学進学、大学院
進学、社会人入学、海外からの留学生も増える

私立から公立になった大学は、学費が半減し、志願者が急増

12



２、公費負担による学費半減で、
じっくり教育・研究できる大学へ

（１）１８歳人口減少を口実にした再編・統合の押付けをやめさせる

 大学進学率 最も高い京都府と最も低い沖縄県で２６㌽もの格差
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出典：幻冬舎 GOLD ONLIN 2021.1.14  



２、公費負担による学費半減で、
じっくり教育・研究できる大学へ

（１）１８歳人口減少を口実にした再編・統合の押付けをやめさせる

 日本の学部課程進学率（２５歳未満）５０％ ＯＥＣＤ平均と同じ

 修士課程（３０歳未満）８％ ＯＥＣＤ平均１９％の半分

 博士課程（３０歳未満）０.７％ ＯＥＣＤ平均１.４％の半分

学費半減化により、修士、博士の進学を促すことは可能

海外からの留学生も増える

 明治初期に誕生した日本の大学は、１５０年をかけて、国民共有の
知的財産として発展。その個性と多様性はかけがえのない存在

 自公政権の新自由主義的政策では、国民の共有財産を消失

公費負担で学費を半減させ、国民に開かれた大学として自主的創
造的な発展をしっかり支える政治に転換することは急務

14

出典：「図表でみる教育（Education at a 
Glance）OECDインディケータ」2021年版

「学士・修士・博士課程の進学率と新入学
者の特徴（2019年）」



２、公費負担による学費半減で、
じっくり教育・研究できる大学へ

（２）経営を安定させ、正規雇用を増やし、教育研究体制充実

 学費半減化と一体に、削減された基盤的経費を回復させる

 国立大学

運営費交付金の削減（１４７０億円）をただちに回復し、増額する。

「実績」に応じた傾斜配分や「類型化」は廃止。教育・研究費や人件
費などを十分に確保

 私立大学

経常費補助金を予算内に収めるために、２０１４年以降、圧縮率が６
割を超え、本来支給されるべき補助金が３割以上もカットされ続けて
おり、それを回復することが求められている。

２０２０年度の圧縮率は６１％。カット額は、１７００億円を超える。

15



２、公費負担による学費半減で、
じっくり教育・研究できる大学へ

（２）経営を安定させ、正規雇用を増やし、教育研究体制充実
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「しんぶん赤旗」２０１８年１月２１日付
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平成24-29年度 員数集計 （全学校種）

年度
専任教員等数 専任職員数 非常勤教員授業 学生数

（人） （人） 時間数 （時間） （人）

平成24年度 90,527 54,886 6,379,364 2,016,948

平成25年度 91,391 55,550 6,375,403 2,018,820

平成26年度 92,801 56,519 6,447,146 2,037,565

平成27年度 93,340 56,954 6,464,082 2,033,051

平成28年度 94,027 57,129 6,464,036 2,034,586

平成29年度 93,725 56,777 6,385,139 2,019,892

少人数教育やアクティブラーニングの導入など、教育の質の向上のために教職員を増
やしたり、定員の厳格化などにより私大助成の減額を抑えるなど、私大は努力している。
しかし、一般補助を減額したために圧縮率が悪化。
政府は私大の努力にまったく応えていない。

圧縮率悪化の原因
（単位：
億円）

（単位：千円）

年度 圧縮率
一般補助
総額

補助金基準額
第一次調整に
よる平均減率

（％）

第一次調整によ
る減額

第一次調整後
の金額

第二次調によ
る整額

第二次調整後
の金額

改革総合
総合改革加算後
の金額（圧縮前
の最終値）

圧縮額
（億円）

25年度 0.768 2,782 564,561,574 0.399 225,260,068 339,301,506 1,300,352 338,001,154 8,962,152 346,963,306 688 

26年度 0.688 2,762 573,794,576 0.348 199,680,512 374,114,064 1,184,362 372,929,702 12,161,210 385,090,912 1089 

27年度 0.688 2,711 577,553,084 0.365 210,806,876 366,746,208 1,266,987 365,479,221 11,551,069 377,030,290 1059 

28年度 0.678 2,701 580,016,927 0.359 208,226,077 371,790,850 1,502,502 370,288,348 11,529,217 381,817,565 1117 

29年度 0.668 2,688 578,105,306 0.352 203,493,068 374,612,238 864,503 373,747,735 12,217,416 385,965,151 1172 

25年度と29年
度の差額

-94 13,543,732 -21,767,000 -435,849 3,255,264 39,001,845 484 

出典：文科省資料
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拡大する大学教員の任期付き雇用－－不人気となる研究職

出典：衆議院予算委員会要求資料（日本共産党・第一次）文部科学省２０２２年２月４日



２、公費負担による学費半減で、
じっくり教育・研究できる大学へ

（３）学費半減化で、学生アルバイトを減らし、学業に専念

 日米の大学生の生活時間を比較すると、アメリカではアルバイト時
間がゼロという学生は７割に上る一方で、日本では４割
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出典:小方直幸著「授業を通じた学生の成長」（IDE現代の高等教育2018年年2-3月号）



３、党の躍進が切り開いた、大学人、学生、
野党の共同が政治を動かす

 共産党の３連続躍進が市民と野党の共闘の土台をつくった

２０１３年６月 東京都議選：８→１７議席への倍増 都議会第３党へ

同年７月 参議院選挙：比例５１５万票（９.７％） 改選３→８議席に

２０１４年１２月総選挙：比例６０６万票（１１.３７％） ８→２１議席に

２０１５年 安保法制反対のたたかいの中で、共産党を含む市民と
野党の共闘が力強く発展

こうした共同の力が、文教分野で様々な成果を生み出した

Ex 少人数学級、大学入試改革ストップ、コロナ学生支援

21



３、党の躍進が切り開いた、大学人、学生、野党の共同が政治を動かす

（１）国立大学運営費交付金、私学助成の連続削減をストップ ２
０
１
５
年
１
０
月
、
財
務
省
財
政
制
度
等
審
議
会
が
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立
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交
付
金
を
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３、党の躍進が切り開いた、大学人、学生、野党の共同が政治を動かす

（１）国立大学運営費交付金、私学助成の連続削減をストップ

２０１５年１２月１日衆院文部科学委員会閉会中審査

畑野「国の予算を削るために学生にさらなる負
担を強いる、こういう財務省のやり方は到底認
めることはできない」

馳浩文科相「考え方は同じ。財務省の考え方は
文末転倒。経済的理由で断念せず、安心して
学べる環境を整備していく必要がある。運営費
交付金の確保に取り組んでいきたい」

畑野「財務省が求める自己収入増２４３７億円を
すべて授業料でまかなえばどうなるのか」

高等教育局長「９３万円となり、４０万円の増加に
なる」 我々の試算を政府も認める

その後、党国会議員団は１１大学の学長と懇談。
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３、党の躍進が切り開いた、大学人、学生、野党の共同が政治を動かす

（１）国立大学運営費交付金、私学助成の連続削減をストップ
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出典：国立大学協会「第４期中期目標期間へ向けた国立大学法人の在り方について」（令和３年６月）



３、党の躍進が切り開いた、大学人、学生、野党の共同が政治を動かす

（２）高等教育無償化を先駆的に追求してきた日本共産党議員団

▽国際人権規約の高等教育無償化条項の留保撤回を一貫して追求

人権規約を批准した１９７９年以来、留保撤回を学生、父母、教員が求める

党も１９８１年１月３０日参議院本会議、当時の宮本顕治議長が留保撤回を迫るなど、
繰り返し求める

２００９年、民主党政権が初めて留保撤回の姿勢を示す

２０１２年２月２１日衆議院予算委員会、宮本岳志議員の質問に対して、玄葉光一郎外
務大臣が、国連への通告については、具体的な期日について現時点で申し上げるの
はまだ困難と言いつつも、所要の準備が整い次第、速やかに行いたいと答弁

それでも一向に国連に通告されず、とうとう通常国会は閉会。宮本議員が業を煮や
して、９月１１日に外務省を呼び、通告がおくれている理由を説明せよと求めたら、やっ
てきた当時の人権人道課の職員の第一声が、お喜びください、けさ、国連事務総長
宛てに通告をいたしましたというものだった

２０１２年９月１１日以降、日本は「特に、無償教育の漸進的な導入」に拘束されること
に
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表 OECD加盟34ヵ国の国公立大学授業料無償化、給付制奨学金の有無と受給学生割合(2016年6月)
授業料 給付制奨学金

国公立大学などの授業料や給付制奨学金制度の概要など
無償化 年額（円） 有無

受給学生割合
（%）

デンマーク ○ --- ○ 100 全学生が奨学金を受給できる。給付額は、一人暮らしの場合は月額111,200円、親と同居は月額17,300～47,900。障害のある学生などは追加あり。平均額は年約130万円。

フィンランド ○ --- ○ ほぼ全員 登録料（12,100～17,000円）あり。学生自身の収入が約167万円以下の学生は奨学金（月額7,800～47,100円）を受給できる。一人暮らしの学生には家賃補助もある。

スウェーデン ○ --- ○ 67.0 公設私立も国公立と同じで無償。社会経済的状況を要件とする奨学金があり、給付額は月額43,600円（上限額）。取得単位数や学生自身の収入などに応じて減額される。

ノルウェー ○ --- ○ 58.3 登録料（半期5,000～10,100円）あり。給付・貸与一体型の奨学金。当初はローンだが、一定条件を満たせば卒業時に最大40％が給付に。25歳以下の学生には帰省費も給付。

トルコ ○ --- ○ 30.0 夜間課程のみ授業料（12,600～29,600円）あり。社会経済的状況を要件とする奨学金（年額13,800～27,500円）と成績を要件とする奨学金（年額9,800～19,700円）がある。

スロベニア ○ --- ○ 27.0 登録料（1,400～4,100円）あり。社会経済的状況と成績の両方を要件とする奨学金と、成績を主な要件とする奨学金がある。左の値は、両者を併せた受給率（2012年度）。

ドイツ ○ --- ○ 25.0 2008年までに7州で有償となったが、再び無償化が広がり、2014年冬学期以降、全州で原則無償に。社会経済的状況を要件とする奨学金と成績を主な要件とするものがある。

ポーランド ○ --- ○ 20.1 管理費（5,800円）を徴収。社会経済的状況を要件とする奨学金（平均給付年額133,800円）と成績を主な要件とする奨学金（同126,900円）がある。重複受給可能。

オーストリア ○ --- ○ 15.0 社会経済的状況を主な要件とする奨学金がある。給付額は、世帯収入や構成員数などにより決まり、最大年額1,256,700円。平均給付額は649,800円（2012年冬学期）。

エストニア ○ --- ○ 15.0 社会経済的状況を要件とする奨学金と成績を主な要件とするものがある。前者は、世帯１人当たりの収入により、月額10,500、19,000、30,900円の三段階に。左値は前者のみ。

スロバキア ○ --- ○ 12.0 登録料（1,400～14,000円）あり。社会経済的状況を要件とする奨学金と成績などを主な要件とする奨学金がある。前者の給付額は月額1,400～37,900円。

チェコ ○ --- ○ 1.0 入学手続料（2,800～2,900円）。①社会経済的状況を要件の年額82,800円②成績を主な要件③所在地域外出身者むけの住居費補助の３つの奨学金がある。左値は①のみ。

ギリシャ ○ --- ○ 1.0 憲法により高等教育を含む全段階の教育が無償とされる。成績を主な要件とする奨学金があり、給付額は一律年額206,000円。成績優秀者への追加給付や住居手当もある。

フランス △ 26,500 ○ 34.7 登録料と健康診断費がある。大学に次ぐ規模のグランゼコールの負担は年額80,000～1,400,000円。社会経済的状況を要件とする奨学金（最大年額777,600円）がある。

チリ △ 学生の
3割は無償 ○ 29.0 一定の条件を満たした私立大学も含め、貧困層の学生から2016年度に全学生の3割、18年に7割、20年に全員を無償とする法案が2015年12月に議会で可決した。

ハンガリー △ 104,400
～723,900 ○ 15.0 入学資格試験の成績にもとづき57％の学生が無償、43％が有償（2012年度）。社会経済的状況を要件とする奨学金と成績を主な要件とするものがある。左の値は前者のみ。

アイスランド △ 68,100 × 0.0 授業料でなく管理登録料（年額68,100円、2014/15年）がある。学生の82％が国公立に、18％が授業料がある公設私立に通う。国による給付制奨学金はない。

ルクセンブルク × 74,800 ○ ほぼ全員 全学生が年額280,800円の奨学金を受給できる。ただし、所定の単位取得が必要。社会経済的状況により最大年額421,100円の追加給付がある。この他、家族手当もある。

ベルギー
（フランス語圏）

× 87,300 ○ 20.0 授業料は社会経済的状況により年額117,100円、52,500年、無償の３段階。社会経済的状況を要件とする奨学金（年額55,300～676,800円）がある。親への家族手当もある。

スイス × 89,900 ○ 7.2 連邦政府の補助による社会経済的状況を要件とする奨学金を各州が運営。左の値は平均受給率。この他、世帯収入などを要件とする家族手当（月額最低27,000円）がある。

ポルトガル × 88,600
～149,900 ○ 18.0 社会経済的状況を要件とする奨学金（年額149,900～797,200円）と成績を主な要件とする奨学金（一律年額339,000円）がある（2014/15年度）。左の値は前者のみ。

スペイン × 155,800 ○ 27.0 中央政府、州、地方自治体などにそれぞれ奨学金がある。中央政府には社会経済的状況を主な要件とする奨学金（年額約3～82万円）があり、平均給付額は320,900円。

イタリア × 167,800 ○ 7.95 社会経済的状況を主な要件とする奨学金と成績を主な要件とする奨学金がある。前者の給付額は年額270,300～717,100円（2014/15年度）。

オランダ × 267,600 ○ 76.0 標準修業年限の間、30歳未満の全学生に、月額14,100～39,200円を給付。世帯収入や親と同居か一人暮らしかなどの状況に応じて、月額33,600～36,500円の追加がある。

イスラエル × 277,300 ○ 不明 社会経済的状況を主な要件とする奨学金がある。子どもの学習支援に取り組む学生を対象にした、授業料の半額相当を給付するプログラムもある。

アイルランド × 386,100 ○ 47.0 授業料でなく学生負担金(年額386,100円、2014/15年度）。社会経済的状況を要件とする42,800～830,400円の奨学金と成績も要件とする年額280,800円の奨学金がある。

メキシコ × 不明 ○ 10.7 国公立の一部の課程は無償。連邦政府の主な奨学金は社会経済的状況と成績の両方を用件とする。給付額は学年などにより決まり、月額6,000～8,000円（2013/14年度）。

オーストラリア × 408,600 ○ 25.2 ①24 歳以下が対象の若者手当、②25 歳以上が対象のAustudy、③先住民が対象のABSTUDYの連邦政府の3 つの主要な奨学金は、いずれも社会経済的状況が要件。

ニュージーランド × 411,000 ○ 20.0 18～65歳を対象とし、社会経済的状況を要件とする奨学金がある。給付額は、世帯年収や親と同居か一人暮らしかなどにより決まり、平均給付額は年額594,300円。

イギリス × 出世払い ○ 48.7 4つの地域で異なる。スコットランドは無償。イングランドは平均で1,523,200円で出世払い。社会経済的状況を主な要件とし、年額最大590,600円の奨学金がある。

韓国 × 561,800 ○ 32.6 給付制奨学金には、所得水準に応じて国から給付されるⅠ種と国から補助金を受けた大学が運営するⅡ種がある。「授業料半額」の公約のもとに給付制奨学金を急速に拡充。

カナダ × 570,800 ○ 35.1 主要な連邦政府の奨学金は社会経済的状況を要件とし①低所得世帯に月額23,900円②中所得世帯に月額9,600円を給付する。家計の教育資金積立への支援制度もある。

アメリカ × 879,800 ○ 47.6 授業料の額は、4年制国公立機関における州内出身者の平均。奨学金の値は、連邦政府の奨学金の4年制機関における受給率。平均給付額は465,200円（2011/12年度）。

日本 × 535,800 × 0.0 初年度納付金は、国立は入学料と授業料で約82万円(標準額）、私立は施設整備費も加算して約131万円（平均）。国による給付制奨学金はない。

注）無償化の「○」は授業料無、「×」は授業料有。「△」は授業料無償とも有償とも言えない国。奨学金の「○」は給付制奨学金あり、「×」はなし。出所）国立国会図書館「諸外国における大学の授業料と奨学金」（『調査と情報』No.869、2015年7月9日）。チリのみ「しんぶ
ん赤旗」2015年12月28日付より
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３、党の躍進が切り開いた、大学人、学生、野党の共同が政治を動かす

（２）高等教育無償化を先駆的に追求してきた日本共産党議員団
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国立国会図書館「諸外国における大学の授業料と奨学金」（『調査と情報』No.869、2015年7月9日）をもとに作成



３、党の躍進が切り開いた、大学人、学生、野党の共同が政治を動かす

（２）高等教育無償化を先駆的に追求してきた日本共産党議員団

▽大学の学費半額を提案

 ２０１６年３月１７日、志位委員長が大学学費を１０年で半減し奨学金・最賃の
抜本改革を提案を

 同日、民主党の蓮舫代表代行は記者会見で、志位委員長の提案について
問われ、「５野党の中でも『学生さんたちに借金を背負わせるのはおかしい』
という思いは一緒だから、どういう部分で同じ行動がとれるか考えていく」

 追い詰められた安倍晋三政権は、２０１７年度から低所得世帯の大学生など
に対する「給付型奨学金」の導入を決定。しかし、対象を厳しく限定するな
どあまりにも規模が小さすぎるため、落胆の声が

 ２０１７年３月２２日、日本共産党（畑野）が修正案を提出。
〇支給対象の要件にある成績基準をなくし、成績悪化に伴う「返還」規定を削る

〇貸与奨学金について、有利子を廃止し、支給対象者の成績基準をなくす

〇保証人の要求、延滞金、一括返還請求を禁止する

〇相談体制を整備する―などの改善を求める

 修正案は、賛成少数で否決されるが、給付型奨学金を創設する法案は衆
院文部科学委員会で全会一致で可決 28



３、党の躍進が切り開いた、大学人、学生、野党の共同が政治を動かす

（２）高等教育無償化を先駆的に追求してきた日本共産党議員団

▽安倍政権 偽りの看板「高等教育無償化」を口実に消費税増税

 給付制奨学金の拡充、高等教育無償化を進めなければならない状況に追
い詰められた自民党は、「高等教育無償化」を偽りの看板にして消費税増
税の口実に

 安倍晋三政権は、「新しい経済政策パッケージ」（ ２０１７年１２月）で、「真に必要な
子供たちに限って高等教育の無償化を実現する」とした

 あまりに要件が厳しく、学生の８％にしか支給されず（2020年度実績）、「高等教育
無償化」とはほど遠いもの

 この制度の創設の財源として、消費税増税が強行されたために、ほとんどの
学生には負担増に

 安倍政権が導入した「高等教育無償化」は名ばかり

 本当の意味での無償化の課題は残されている
29



３、党の躍進が切り開いた、大学人、学生、野党の共同が政治を動かす

（３）学生へのコロナ給付金を実現し、野党で授業料半減化法案提出

・学生独自の支援を求める

吉良議員（2020年3月18日参議院文教科学委員会）FREE（高等教育無償化プロジェクト）「新型コロナ感

染拡大の学生生活への影響調査」をもとに質問。学費減免、納入猶
予、卒業生奨学金返還猶予の柔軟な対応を求める

文科省、各大学に困難学生への授業料減免、納入猶予の実施を依
頼（ 3月24日通知） 家計急変学生への支援（3月26日通知）を発表

日本学生支援機構（JASSO）も5月1日に奨学金返還の柔軟な対応を公表

・高まる学費減額運動

4月上旬から、学費減額を求める署名が。全国200を超える大学で

一律５万円給付など、緊急支援に取り組む大学が１００校以上に

「国による一律学費半額」を求める署名が始まる。5日間で１万人の
ネット署名を集め、代表が野党に要請。FREEの実態調査により、学
生の5人に1人が退学を検討していることが明らかに 30



３、党の躍進が切り開いた、大学人、学生、野党の共同が政治を動かす

（３）学生へのコロナ給付金を実現し、野党で授業料半減化法案提出

・野党で「学生支援法」を共同提案、政府も予算計上へ

4月16日、党として、補正予算への緊急提言のなかで「学生への支
援を国の対策に位置づける」を求める

4月30日参議院予算委員会補正予算質疑で、小池晃書記局長が、
各大学の独自支援、カナダの毎月約10万円支給、あしなが育英会
の総額約10億円支給を示し、「学生支援予算7億円は少なすぎる」と
告発。文科大臣は、7億円では不十分だと認める

5月6日「#つくろう学生支援法」野党合同ウェブヒアリング

5月11日学費半額免除などを盛り込んだ「学生支援法案」を日本共
産党（畑野）と、立憲民主党、国民民主党などの共同会派が提出

5月19日、学生支援緊急給付金（予算531億円（予備費）、43万人対象）を決定

6月12日、第二次補正予算、授業料減免予算が追加で144億円が計
上。遠隔授業を支援する予算として73 億円も計上。 31
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署名用紙はこちらから
ダウンロードできます。
https://www.jcp.or.jp/web_download/2022/03/202
2_gakuhi-syo.pdf

https://www.jcp.or.jp/web_download/2022/03/2022_gakuhi-syo.pdf


４、日本共産党の躍進で大学予算を拡充し、学術の発展を

（１）野党は教育予算拡充、学術会議任命拒否撤回で一致

33

「衆議院総選挙における野党共通政策の提言」（２０２１年９月８日）

１、憲法に基づく政治の回復

２、科学的知見に基づく新型コロナウイルス対策の強化

３、格差と貧困を是正する

４、地球環境を守るエネルギー転換と地域分散型経済システムへの移行

５、ジェンダー視点に基づいた自由で公平な社会の実現

６、権力の私物化を許さず、公平で透明な行政を実現する

その中で「誰もが人間らしい生活を送れるよう、住宅、教育、医療、保育、介護に
ついて公的支援を拡充し、子育て世代や若者への社会的投資の充実を図る」、
「日本学術会議の会員を同会議の推薦通りに任命する」が掲げられる

野党連合政権が実現すれば、

大学予算を増やし、大学の危機を打開する道が拓ける



４、日本共産党の躍進で大学予算を拡充し、学術の発展を

（２）学問の自由を掲げ、財源策を持つ日本共産党が躍進してこそ

 憲法に「学問の自由」が明記される前から、その実現をめざした党

滝川事件（ １９３３年）の際に、「ヒットラー・テロルに優るとも劣らぬ」と
政府を批判し、知識人 とともにたたかうことを国民に呼びかける。

 自公政権と真正面から対決し、新自由主義的な高等教育政策と科
学・技術政策の抜本的転換を訴えてきた党。

 「大学の自治」を尊重するルールの確立をめざす党

大学の運営、学長の選考などは、教授会の審議を基礎にし、教
員・職員・院生・学生などすべての大学構成員の意思を尊重して
決定できるように学校教育法などの法制度の改正をめざす。
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４、日本共産党の躍進で大学予算を拡充し、学術の発展を

（２）学問の自由を掲げ、財源策を持つ日本共産党が躍進してこそ

 消費税に頼らない財源策を持つ党

35



４、日本共産党の躍進で大学予算を拡充し、学術の発展を

（３）参議院選挙で日本共産党の躍進を

日本共産党躍進の３つの意義

 岸田自公政権に厳しい審判を下し、政権交代の足掛かりをつくる最
大の力

岸田政権は、外交では、米国に追従し、「戦争する国」づくりの新たな道に踏み込み、
内政では、「新自由主義の弊害」を言いながら、財界応援の自民党政治を継承し、よりひ
どくしようしている。岸田自公政権に正面から対決し、外交でも、内政でも、「アメリカいい
なり」「財界中心」の政治をただす抜本的対案を掲げているのが日本共産党

 自公と補完勢力による「翼賛体制」づくりを許さない最強の力

維新の会が、自公の「補完勢力」としての本性をあらわにし、「敵基地攻撃能力の保
有」、「核兵器の共有」、「解雇ルールの見直しによる労働市場の流動化」など、より右翼
的立場から自公政治をけん引する役割を果たしている。改憲と暮らし破壊の「翼賛体制」
づくりを許さず、逆流と正面からたたかう日本共産党の役割はかつてなく大きい。

 野党共闘の大局的発展にとっての何よりの推進力
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